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段階 主な内容 対象（推計値）

パターン３ 活動場所を有する小学校
（「学校林」利用実績あり）

2,069校のうち、
718校程度（2011年）

パターン２ 活動組織を有する小学校
（「緑の少年団」設置校）

（3,241団のうち、
学校団2,731校（2015年度）

パターン１ 支援体制等がない小学校 20,601校（2015年度）

－上記学校＝17,157校

※あくまで、学校林と緑の少年団が重複がないと仮設した場合の推計値

都道府県部署の
研修を受講した教員
に期待する役割

研修を受講した教員
考える担える役割

【パターン３】 約3％

【パターン２】 約13％

【パターン１】 約84％

支
援
措
置
あ
り

支
援
措
置
な
し《母数：小学校数 20,601校》

《17,157校》

《2,731校》

《713校》

【参考1】 これまでの森林分野による教育支援活動の実態と課題（p.29）

○ 「森林環境教育」等は、森林での体験・学習活動の実施を重視

→ 近隣に森林・里山がある農山村地域や学校林等がある学校、
「総合的な学習の時間」等を活用した取組に熱心な校長や教職
員等がいる学校等では一定の取組が促進。

⇔ 都市部の学校では支援策も限定的な状況。

例えば、「学校林」「緑の少年団」による支援措置がある学校は、
全体の約16％程度 （推計値：※）

（１）対象が限定的 （２）担い手が不明瞭

○ 多くの都道府県が教職員向け研修を行っているが、
都道府県サイドは研修を受講した教職員に指導役
を担うことを期待するが、教職員側は指導役を担う
ことは難しいと捉えるなどのギャップがある。

→ 森林分野に限らず、学校教育において環境教育を
促進する際には、第三者を派遣する仕組み等を構
築することが重要と指摘されている。
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【参考2】 都道府県・市町村レベルでの推進の仕組みのイメージ
（都道府県での意見交換会等から見えてきた内容）

（１）．各教科・単元等に合わせた、地域の実情に合わせた「プログラム開発」
① 各教科は、ガイドブックp106～に対応した単元毎に、１～２時限の出前型のプログラム
② 体験活動は、主に「特別活動」の集団宿泊的行事（移動教室・林間学校等）が行われ

る「少年自然の家」等の施設周辺でのプログラム（フィールド・指導者・財源等を含む）

（２）．学校教育の枠組みを理解した「指導者養成講座」の開催
（1).の指導が行えるNPOなどの指導者の開拓・育成
（各教科等に対しては学校所在地周辺のNPO等。特別活動については「少年自然の家」等

の周辺地域のNPO等）

（３）．教員向け「パンフレット」等の作成
（指導者派遣の仕組みと、各教科・単元等と対応表（１）と担い手（２）、活用できる助成
金等を記したパンフレット等を整理。）

（４）．教育関係部署からの紹介
（都道府県教育委員会→市町村教育委員会→各学校で（３）を配布。校長会等で説明
機会を設けることも有効）

（５）．プログラム体験・マッチング等の機会の設定
（夏季休暇などの教員が研修に参加しやすい時期等に、（１）の（２）による体験会実施・
指導者との顔合わせ。教員養成大学の協力が得て、免許更新などの研修等として実施
することも一方策）
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令和元年度林野庁補助事業「新たな森林空間利用創出事業」
緑と水の森林ファンド「「森林ESD」地域活動モデル創出事業」

Ⅰ．支援体制・施策の検討 Ⅱ．活動内容の検討 Ⅲ．地域の受入体制の検討

（公社）国土緑化推進機構による「森林環境教育・森林ESD」「緑の少年団」の推進策

〇 （公社）国土緑化推進機構では、令和２年度より、小学校で導入される新「学習指導要領」や、各種教育改革等の動向を踏まえて、令和
元年度林野庁補助事業「新たな森林空間利用創出事業」及び緑と水の森林ファンド「「森林ESD」地域活動モデル創出事業」等により、
「森林環境教育等」の支援体制・施策や活動内容、受入体制等を総合的に検討して、種支援施策を実施。

（1）. 都道府県・都道府県緑の少
年団連盟による支援施策等
の実態調査

（2）. 特色ある支援施策・取組事
例等の整理・分析

（3）. 新「学習指導要領」に対応し
た教科書の記述内容整理・
分析

（4）. 単元等に合わせたモデル的
な授業展開方法等の整理

（5）. 青少年教育施設・森林総合
利用施設等の受入体制等の
実態調査

（6）. 地域学校協働活動と連携し
た受入体制・指導者養成の
あり方の整理

Ⅳ． 総合的な支援施策・体制の
整理・提示

（7）. 「緑の少年団」等の総合的な支援
施策・体制のあり方の整理

（8）. 「森林環境教育・森林ESD」「緑の
少年団」ガイドブックの制作・頒布

Ⅴ．全国・教育分野への普及・定着
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（9）. 「森林環境教育・森林ESD」「緑の
少年団」セミナー開催
（全国・ブロック・各県）

（10）. 教育分野・地方セミナー等への
講師派遣 （林野庁研修所・国立
青少年教育振興機構 研修等）



〇 （公社）国土緑化推進機構では、令和元年度林野庁補助事業により、「都道府県による森林環境教育等の推進状況 実態調査」を実施

〇 同調査（暫定版／44都道府県回答）では、制度的な位置付けが拡充され、財源も多様化しながら、都道府県では「森林環境教育等」が
推進されている状況にあった。また、多くの都道府県において、「森林総合利用施設」等での受入体制整備が推進されている。
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【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況①

10.6%

14.9%

9.1%

87.2%

83.0%

81.8%

2.1%

2.1%

6.8%

0.0%

0.0%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

2016年

2019年

特に推進している 推進している あまり推進していない 推進していない

(1).森林環境教育等の実施概要
① 都道府県での「森林環境教育等」の推進状況 ③ 「森林環境教育等」の推進の目的

② 森林・林業施策全体の中での「森林環境教育等」の位置付け

85.1%

74.5%

37.8%

14.9%

25.5%

66.0%

19.1%

25.5%

91.3%

63.0%

32.6%

26.1%

8.7%

80.4%

37.0%

30.4%

88.1%

78.6%

28.6%

38.1%

7.1%

71.4%

26.2%

33.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

森林の公益的機能の普及啓発・PR

林業の普及啓発・PR

後継者の開拓・育成

森林の総合利用の推進

都市と山村の共生・交流

国民・都道府県民参加の森づくりの

推進

自然体験・社会体験・奉仕体験活動

の推進

「環境教育・環境学習・ESD」の推進

2004年

2016年

2019年

0.0%

6.4%

4.7%

80.9%

72.3%

72.1%

19.1%

21.3%

23.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

2016年

2019年

特に推進している 推進している あまり推進していない 推進していない



【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況②

⑥ 出先機関における森林環境教育等の実施体制の状況

4.3%

0.0%

78.7%

92.9%

17.0%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年

2019年

拡充している 変化はない 縮小している

⓸ 林業普及事業での「森林環境教育等」の位置づけ

2.1%

4.3%

0.0%

76.6%

57.4%

51.2%

21.3%

38.3%

34.9%

0.0%

0.0%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

2016年

2019年

最重要な施策である 重要な施策である

補足的・補完的な施策である 位置づけていない

⓹ 出先機関における森林環境教育等の位置づけ

21.0%

0.0%

70.2%

65.0%

27.7%

35.0% 5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年

2019年

最重要な業務である 重要な業務である

補足的・補完的な業務である 位置づけていない

(2).森林環境教育等による支援施策の概要

6.0%

19.0%

21.7%

15.2%

31.8%

22.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

条例・計画・指針を策定している

要領・手引き等を作成している

2004年

2016年

2019年

①「森林環境教育等」に関わる制度的な位置付け
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② 教育政策における森林環境教育の位置付け

17.0%

6.8%

25.5%

25.0%

21.3%

29.5%

36.2%

38.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年

2019年

計画・指針等に位置付けられている

体験活動や環境教育等の一要素に位置付けられている

位置付けられていない

分からない/把握していない

⓷ 各種施策の財源

8.3%

-

13.9%

58.3%

36.1%

22.2%

8.3%

-

2.8%

7.0%

4.7%

30.2%

65.1%

30.2%

11.6%

14.0%

0.0%

11.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

国庫補助事業を利用

森林環境譲与税

都道府県一般会計予算

府県版森林環境税

緑の基金

緑と水の森林ファンド

企業・団体等の寄付金・募金

ふるさと納税

その他

⓸ 学校・団体等への助成金・補助金等の実施状況

45.7%

32.6%

26.1%

35.7%

26.2%

40.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

森林環境教育に特化した助成金・補

助金等がある

包括的な助成金・補助金等の中で支

援

支援事業はない

2016年

2019年

【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況③

⓹-1 「教職員研修」の実施状況

2.1%

0.0%

2.3%

70.2%

55.3%

32.6%

25.5%

40.4%

67.4%

2.1%

4.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2004年

2016年

2019年

重点的に実施している（していた） 実施している（していた）

実施していない 無回答
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⓹-2「教職員研修」実施上の問題

0.0%

0.0%

29.4%

50.0%

5.9%

2.9%

17.6%

5.9%

8.8%

61.8%

11.8%

17.6%

32.4%

11.8%

3.7%

3.7%

11.1%

22.2%

0.0%

11.1%

7.4%

0.0%

11.1%

48.1%

0.0%

18.5%

37.0%

11.1%

14.3%

0.0%

14.3%

64.3%

0.0%

21.4%

0.0%

0.0%

7.1%

57.1%

0.0%

21.4%

57.1%

7.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

研修の基本理念・目的が不明瞭

林業関係機関との連携が不十分

教育関係機関との連携が不十分

参加者確保が難しい

研修場所・施設が不十分

指導者の量的不足

指導者の力量不足

資金不足

カリキュラム（プログラム）が未熟

日程・時間的な制約

教材・教具が不十分

教員への教育的効果が不十分

研修後の教職員の活動実践が少数

その他

2004年
2016年
2019年

⓹-3 教職員に期待する役割

67.6%

32.4%

41.2%

64.7%

20.6%

8.8%

51.9%

29.6%

25.9%

66.7%

37.0%

3.7%

79.1%

60.5%

23.3%

37.2%

37.2%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

学校内での調整・推進

学校外との調整・仲介役

カリキュラム作成役（企画役）

森林環境教育の指導役

生徒の統率役

その他

2004年

2016年

2019年
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【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況④

⓺-1 市民・NPO等を対象とした指導者養成研修

重点的に実施している

（予定を含む）

6.8%

実施している

（予定を含む）

43.2%

実施していない

（予定を含む）

50.0%



⓺-2 研修内容に指導要領・教科書の紹介の状況

学習指導要領とともに

教科書の内容を含めている

9.1%

学習指導要領の内

容のみ含めている

9.1%

いずれも含めていない

81.8%

⓺-3 研修内容への「主体的・対話的で深い学び」を意識し
たプログラムの立案・実施方法等の研修状況

29.8%

10.6%

6.4%

63.8%

45.5%

9.1%

4.5%

54.5%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

体験学習法を考慮したプログラム

の立案・実施方法を研修している

調べ学習法を考慮したプログラム

の立案・実施方法を研修している

問題解決型学習法を考慮したプロ

グラムの立案・実施方法を研修し

ている

いずれも含めていない

2016年
2019年
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【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況⑤

⓻-1 教材・プログラム等の作成の実施状況

37.0%

26.1%

15.2%

45.5%

18.2%

22.7%

43.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

教材の作成（学習者用：児童・

生徒等）

手引書の作成（指導者用：教

職員、育成会、ボランティア

等）

プログラム・アクティビティ集や

事例集の作成（指導者用）

作成していない

2016年

2019年

⓻-2 作成した教材やプログラム等と学習指導要領との
関連性

学習指導要領とともに

教科書の内容を含めている

34.6%

学習指導要領の

内容のみ含めている

34.6%

いずれも含めていない

30.8%



⓻-3 作成した教材やプログラム等の「主体的・対話的で
深い学び」の考慮状況

44.4%

33.3%

22.2%

44.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

体験学習法を考慮した教材や

プログラムとしている

調べ学習法を考慮した教材や

プログラムとしている

問題解決型学習法を考慮した

プログラムとしている

いずれも含めていない
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【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況⑥

⓼-1 「森林環境教育等」の推進に向けた「青少年教育
施設」や「森林総合利用施設」での受入れ体制の
整備の推進状況

特に推進している

5.0%

推進している

67.5%

あまり

推進していない

20.0%

推進していない

7.5%

⓼-2 「森林環境教育等」に係る活動場所の設定・整備・
およびその支援施策・体制の構築状況

11.4%

27.3%

15.9%

25.0%

22.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

新たな活動場所の設定に向けた

フィールド情報の整備

フィールド整備に関わる助成金補

助金等を設けている

フィールド整備を指導・助言する体

制を整えている

あまり推進していない

推進していない



⓽-1 学校等への出前授業の実施・促進策

38.6%

11.4%

34.1%

0.0%

0.0%

13.6%

0.0%

13.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

県庁や出先機関の職員等が派遣

可能な体制を整えている

派遣可能な民間の指導者等の一

覧（データベース）を整備している

指導者等の派遣に際して、謝金・

旅費・教材費等を負担する枠組み

を用意している

派遣可能な指導者等のプロフィー

ルや実施可能なプログラム等を紹

介する資料等を制作している

教育委員会や校長会等と連携し

て、幅広く学校等への指導者派遣

を呼びかけしている

サポートセンターや相談窓口を設

置して、個別的な学校等の要請に

対応する体制を整えている

指導者等を教職員にマッチングす

る研修・プログラム体験会等を実施

している

特に支援施策・体制は構築してい

ない
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【２】 都道府県による「森林環境教育等」の推進状況⓻

⓽-2 出前授業等の「学習指導要領・教科書」の考慮状況

各学校で扱っている教科書の内容等まで

考慮して、指導者を派遣している

0.0%
学習指導要領の内容

までは考慮して、指導

者を派遣している

7.0%

特に、学習指導要領や教科書の内

容は把握せず、各学校等の要請に

応じて指導者を派遣している

67.4%

特に考慮して

いない

25.6%

⑩ 「緑の少年団」に特化した支援施策

59.1%

18.2%

38.6%

25.0%

22.7%

6.8%

18.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

児童・生徒対象の「交流集会」「活

動発表大会」の開催を支援

指導者対象の「研修会」「報告会」

の開催を支援

出先機関等の職員が「緑の少年

団」の活動を指導・助言

「緑の少年団」の活動費を助成

都道府県連盟の運営を支援

その他

特に支援していない

⓽-3 出前授業等の実施プログラムにおける「主体的・
対話的で深い学び」の考慮状況

39.5%

16.3%

11.6%

60.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

体験学習法を考慮したプログラム

で出前授業を行えるようにしている

調べ学習法を考慮したプログラム

で出前授業を行えるようにしている

問題解決型学習法を考慮したプロ

グラムで出前授業を行えるようにし

ている

特に考慮していない



〇 （公社）国土緑化推進機構では、令和元年度林野庁補助事業により、「都道府県緑の少年団連盟による「緑の少年団」に対する支援施
策」の実態調査を実施（暫定版／40都道府県連盟回答）
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【３】 「都道府県緑の少年団連盟による「緑の少年団」への支援状況①

① 都道府県連盟による支援策（基盤整備）

② 都道府県連盟による支援策（活動支援）

③ 都道府県連盟による支援策（指導者派遣）

54.8%

17.8%

12.3%

15.1%

1.4%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

交流集会や活動発表会の開催

指導者研修会の開催

都道府県連盟の機関誌を発行

教材や事例集等を作成

その他

40.6%

30.7%

25.7%

3.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

活動費に対する助成を実施

資材費に対する助成を実施

新規結成に関する助成を実施

その他

30.0%

60.0%

10.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

学校等へ「出前授業」として指導者

(行政職員)を派遣する体制

学校等へ「出前授業」として指導者

（森林NPO、企業等）を派遣する体

制

その他

④ 「緑の少年団」の活性化につながる仕組みや取り組み

 統廃合の動きのある少年団校へ、活動継続の呼びかけるために
戸別訪問を実施

 「育樹を通して自然を学ぶ日」を設置し、毎年植物についての学
習や育樹活動を実施。

 NPO等が学校と連携して行う緑の少年団活動に対する支援は地
域とのつながりも生まれ効果はあると考えられる。（緑の募金の交
付金で支援）

 緑の少年団サポート研修の実施（森林インストラクター会に委託）

 緑の少年団に対する「森林環境教育の出前講座」をNPO団体に
委託し実施（年間40団程度）。学校教員だけでは取り組めない活
動について外部講師の指導で可能となるため、学校側の負担軽
減につながり評価も高い。未結成の学校に対し「出前講座試行事
業（お試し出前講座）」も実施



⑤ 特色ある「緑の少年団」支援組織

【３】 「都道府県緑の少年団連盟による「緑の少年団」への支援状況②

（育成会）

 農林高校との協働による学校林活動

 育成会と区役所・地域のまちづくり協議会等と協働

 地元生産森林組合が事務局となり様々な活動を実施

 県事業としての「フォレストリースクール」で講師を派遣

 活動の企画、指導体制、資金調達、少年団活動の枠を超えた
地域活動との交流業務など、幅広く積極的な支援。

 地元の林研が主体となって育成会を結成

 町内の３隊の育成会が連携して活動を実施。

（市町村）

 林務部局・教育委員会・市町緑化推進委員会が助成・指導

 少年団が存在する全ての市町村に育成(協議)会を設置し、管
内少年団の育成指導や活動助成金の管理、行事等の事務な
どを行う。（事務局は林務担当課もしくは教育委員会）

 市農林振興課がみどりの少年団の事務局を担当し、団員の募
集、入団式、活動計画作成及び実施などについて支援

 緑化推進委員会が事務局として，少年団活動について，計画，
実施，経費負担など幅広く支援。

（森林NPO・ボランティア団体）

 NPOが緑の少年団の運営全般を指導

 森林インストラクター会が交流集会や複数の緑の少年団に対し
て支援

 「もりの案内人の会」が支援

 NPOが学校への出前授業・フィールドでの体験活動等を実施

 「森林インストラクター会」「自然観察指導員協議会」などが個
別活動を支援したり、交流集会等の行事をサポート

 NPOが学校に接する森林での森林環境学習を支援

 県緑推からNPOに委託して出前講座を実施

 NPOが森林公園において学校で実施する環境学習に対して支
援等

⑥ 「緑の少年団（学校団）」の活動状況

学校団の団員の構成 平均

全校生徒が加入している学校団 44.9％

一部の学年の生徒が加入している学校団 50.8％

所定の委員会・クラブに加入する生徒が加入している学校団 19.7％

その他 28.8％

⓻ 「緑の少年団（学校団）」の中心的な活動の枠組み

教育課程

内

69%

教育課程外

21%

わからない

10%

全ての出先事

務所でサポー

トできる体制が

ある

50%
一部の出先事務所でサ

ポートできる体制がある

19%

出先事務所でサポート

できる体制はない

26%

わからない

5%

⑧ 都道府県出先事務所による「緑の少年団」へのサポート



65%

18%

71%

70%

65%

36%

20%

27%

25%

27%

22%

21%

29%

17%

26%

78%

59%

92%

70%

82%

72%

90%

72%

63%

63%

73%

56%

60%

66%

64%

77%

72%

90%

96%

0% 25% 50% 75% 100%

登山や野外炊事などの野外活動

カッターやカヌーなどの水辺の活動

植物観察や野鳥観察などの自然観察活

動

ネイチャークラフトや焼き板などの創作活

動

キャンプファイヤーや星空観察などの夜

の活動

奉仕活動やボランティア活動

農業・林業・漁業などの勤労体験

職場体験活動などキャリア教育に関わる

活動

施設等がある地域の伝統文化に触れる

活動

施設等がある地域の学校や地域の人と

交流する活動

スキーなどのスポーツ活動

名所や旧跡などの見学

災害時を想定した野外炊事やテント泊な

ど防災に関する活動

生命の尊さについて理解することを目的

にした活動

持続可能な社会を創る上で重要な，

様々な環境について理解することを目…

自然に親しむことを目的にしたレクリエー

ション的な活動

協調性や連帯感をはぐくむことを目的にし

たグループ活動

施設側

学校側
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【４】 「青少年教育関係施設・森林総合利用施設」における「森林環境教育等」の推進状況①

① 回答施設の分類 ② 学校向けに提供可能なプログラムと学校側のニーズ

〇 国土緑化推進機構では、「青少年教育関係施設・森林総合利用施設における「森林環境教育等」の推進状況」実態・意向調査を実施

〇 同調査（暫定版／170施設回答）では、各種実態調査に加えて、今後の「森林サービス産業」関連の取組の実施以降についても調査

青少年の家等

20%

青少年自然の家等

36%

生涯学習・社会

教育施設等

13%

森林総合利用施設

18%

環境教育・自然

ふれあい施設

6%

その他

7%

※

自
然
体
験
系
は
一
定
水
準
で
整
備
さ
れ
て
い
る
が
、
社
会
体
験
系
は
限
定
的
な
状
況

③ 体験プログラム提供のための連携・協働例（抜粋）
◆外部組織と連携
・ 環境パートナーシップ協議会 （八尾市立大畑山青少年野外活動センター）
・ 町内アウトドア事業者・首都圏ＮＰＯ等 （国立日高青少年自然の家）
・ 各大学・商工会・スキー場等と連携 （国立岩手山青少年交流の家）
・ 農業組合と連携 （相模原市立相模川自然の村野外体験教室）

◆連携協定
・ 民間企業と連携協定 （秋田市太平山自然学習センター）
・ 東大演習林と相互協力協定 （国立大雪青少年交流の家）

◆自ら指導者養成
・ 冒険教育プログラム指導者研修会等 （国立山口徳地青少年自然の家）
・ インストラクター講習会・認定制度 （石川県森林公園）
・ NEAL指導者養成講座（国立室戸青少年自然の家）
・「もりの案内人養成講座」（ふくしま県民の森フォレストパークあだたら）

◆指導者を要する団体が指定管理者
・ちば自然学校 （千葉県立君津亀山少年自然の家）
・NPO法人かみえちご山里ファン倶楽部/指定管理者（上越市くわどり市民の森）



1．既に整備されている（※）

3%

2．既存施設を改

修したい

36%

3．新たな施設を整

備したい

10%

4．関心はない

42%

未回答

9%
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【３】 「青少年教育関係施設・森林総合利用施設」における「森林環境教育等」の推進状況②

④ 「森林環境譲与税」の認知・活用状況 ⑤ プログラム等の開発状況／今後の開発への意向

知っており、施設で活用

している（活用する予定）

1%

知っており、施設では活用していな

いが、利用団体が活用している

1%

知っている

が、活用して

いない

42%

知らなかった

56%

⑥ フィールドの整備状況／今後の整備意向 ⑥ 地域材利用による施設整備状況／今後の整備意向

1．既に整備している（※）

5%

2．既存の敷地内・借受

地の森林を整備したい

46%

3．新たに森林を借り

受けして整備したい

4%

4．関心はない

33%

未回答

12%

7%

8%

0%

21%

19%

13%

54%

44%

51%

16%

24%

24%

2%

6%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小中学校の教科等に関連付けた

体験活動プログラムの開発

幼児期向けのプログラムの開発

NPO/ボランティア等の指導者・団

体育成

既に開発している とても関心がある 関心がある 関心はない 未回答



4%

1%

1%

13%

6%

12%

0%

5%

15%

8%

11%

15%

9%

19%

5%

14%

62%

59%

66%

51%

49%

43%

45%

54%

15%

28%

19%

17%

30%

22%

45%

24%

0%

4%

3%

4%

5%

4%

5%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域資源活用型「総合的な学習

の時間」受入

「子ども農山漁村交流プロジェクト」

受入

「キッズウィーク」における体験活

動受入

「森と自然を活用した保育・幼児

教育」受入

「社会教育実習」の受入

企業の社員研修等受入

テレワーク等実施拠点として受入

住民・企業従業員等の健康づくり

活動受入

既に体制を整備 今後、体制整備を検討 関心があるが未検討

関心はない 未回答

【３】 「青少年教育関係施設・森林総合利用施設」における「森林環境教育等」の推進状況③

⑤ 今後の受入体制の充実の意向
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